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法が施行され、5 大運送会社を除く中小業者を各駅で内地合同店 1 店、台湾合

















































れることになった連帯運輸を前にして、1930 年 3 月、傍系会社であった後藤




























を募って、資本金 100 万円（払込資本金 25 万円）で発足した。その際、同社
では倉庫の大半を官設の倉庫群の無料貸下げによって運営することとなった。
具体的には、基隆で上屋倉庫 1 棟（700 坪）、仮倉庫 1 棟（200 坪）、打狗で上
屋倉庫 4 棟（1169 坪）、仮倉庫 12 棟（1440 坪）の官設倉庫が総督府から無料
1930 年代における台湾小運送業の展開 
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からの 3 名のほか、大阪商船、三井物産の各 1 名であり、社長も台湾製糖社長
の山本悌二郎が兼任した。そのほか塩水港製糖社長の槇哲（取締役）、明治製糖
社長の相馬半治（監査役）も台湾倉庫の役員を勤めるなど製糖会社が深く関わっ


































直前の 1931 年 9 月までの 1 年間の台湾倉庫の運送貨物取扱量は、発送貨物は






































月 25 日に台湾支部において「秘密会」が開催され、以下の 3 点が確認された 13。 
① 新規に関係者に譲渡される株式の譲渡元として台湾銀行株 1,600 株が想定
されており、糖業連合会としては今後も台湾倉庫と台湾銀行との関係が重














仰ぐこととなった 17。その後、判断を委ねられた糖業連合会本部では 1931 年
8 
12 月に入り 2 度にわたって協議を重ねた結果、当初の意向通り重役は荷主側か
ら 1 名を選任し、その際の株式の譲渡は 1,000 株とし、台湾銀行株はなるべく
譲渡しないことを年末に至り決議した 18。しかし、木下総務長官は再度検討を












































































































































小蒸汽船 1 隻と営業権を現物出資して、日東商船組に 18 万円の出資を行うこ
ととなった。さらに同年には三井物産と併せて日東商船組に資本参加した三郵
組の出資 14 万円の内、2 万円を肩代わりしたため三井物産の投資額は同社の資










する勢力にまで成長した後藤組と駅伝社は、1910 年代後半から 30 年代にかけ
てそれぞれ日本郵船系の運輸会社の統合を目指す国際通運と、糖業連合会の意
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